
中  間  損  益  計  算  書
（単位 百万円）

当中間期(14.4 ～ 9)   前年中間期(13.4 ～ 9) 前期(13．4 ～14.3)
金     額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

  ％    ％    ％  

売 上 高 16,340 100.0 17,085 100.0 33,518 100.0

売 上 原 価 △ 14,087 △ 14,239 △ 28,215

販売費及び一般管理費 △ 2,362 △ 2,555 △ 4,884

△ 16,449 △ 16,794 △ 33,100

△ 109 △ 0.7 290 1.7 418 1.2

受 取 利 息及 び配 当金 33 56 85

そ の 他 の営 業外 収益 19 54 74

53 110 159

支 払 利 息 △ 150 △ 182 △ 343

そ の 他 の営 業外 費用 △ 3 △ 6 △ 8

△ 154 △ 188 △ 352

△ 101 △ 77 △ 192

△ 210 △ 1.3 212 1.2 225 0.7

- - △ 448

△ 37 - -

△ 24 - △ 50

- - △ 99

△ 139 △ 156 △ 441

△ 126 △ 126 △ 252

△ 327 △ 282 △ 1,291

△ 538 △ 3.3 △ 69 △ 0.4 △ 1,066 △ 3.2

△ 9 △ 9 △ 18

208 6 373

△ 339 △ 2.1 △ 72 △ 0.4 △ 711 △ 2.1

406 405 405

67 332 △ 306

損失処理額 712
次期繰越利益 406

  売    上    高    表
（単位：千屯・百万円）

当中間期(14．4 ～ 9)   前年中間期(13．4 ～ 9) 前期(13．4 ～14.3)

数   量 金   額 数   量    金   額 数   量 金   額

表 面 処 理 鋼 板 144 11,710 146 12,799 290 24,952

建 材 製 品 そ の 他 23 3,482 23 3,905 47 7,701

  国                内 167 15,193 169 16,704 337 32,653
(11.0%) (7.0%) (3.8%) (2.2%) (4.5%) (2.6%)

  輸                出 21 1,147 7 381 16 864

  合                計 188 16,340 176 17,085 353 33,518
  平    均    単    価  87,001 円       96,960 円  94,886 円
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営 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 損 益

営 業 外 損 失
経 常 損 益

た な 卸 資 産 評 価 損

特 別 退 職 金

特 別 損 益

税引前中間(当期)純損失

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失

科              目

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 損 益

部 門

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

退職給付引当金繰入額

( )

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 廃 却 損



中  間  貸  借  対  照  表

（単位 百万円）

当中間期 前    期 前年中間期 当中間期 前    期 前年中間期

(14.9.30) (14.3.31) (13.9.30) (14.9.30) (14.3.31) (13.9.30)

（ 資 産 の 部 ） ( 負 債 の 部 )

流  動  資  産 ( 23,816 ) ( 20,991 ) ( 22,599 ) 流   動   負   債 ( 23,363 ) ( 14,004 ) ( 14,615 )

現 金 及 び 預 金 4,497 1,558 2,679 支 払 手 形 2,519 2,204 2,178

受 取 手 形 1,644 1,849 1,910 買 掛 金 6,771 4,455 5,252

売 掛 金 8,485 8,003 8,155 短 期 借 入 金 12,260 5,400 5,340

有 価 証 券 109 459 437 賞 与 引 当 金 268 286 320

製 品 3,399 3,506 3,712 そ の 他 1,544 1,658 1,523

半製品及び仕掛品 592 728 957

原材料及び貯蔵品 2,169 2,022 2,120 固   定   負   債 ( 2,356 ) ( 11,019 ) ( 11,852 )

そ の 他 2,924 2,871 2,633 長 期 借 入 金 1,150 9,960 10,810

貸 倒 引 当 金 △   7 △   7 △   7 退 職 給 付引 当金 1,121 975 978

役員退職慰労引当金 85 84 64

負  債  合  計 ( 25,720 ) ( 25,023 ) ( 26,468 )

固  定  資  産 ( 24,871 ) ( 24,432 ) ( 24,914 ) ( 資 本 の 部 )

 有 形 固 定 資 産 ( 21,584 ) ( 21,113 ) ( 21,406 ) ( 9,562 ) ( 9,562 ) ( 9,562 )

建 物 及 び構 築物 6,951 7,088 7,126 ( 2,914 ) ( - ) ( - )

機 械 装 置 9,469 9,568 9,679 ( 6,778 ) ( 6,778 ) ( 6,778 )

土 地 3,429 3,429 3,429 資 本 準 備 金 6,778 6,778 6,778

そ の 他 1,733 1,026 1,170 ( 3,708 ) ( 4,047 ) ( 4,685 )

 無 形 固 定 資 産 ( 522 ) ( 559 ) ( 631 ) 利 益 準 備 金 484 484 484

ソ フ ト ウ ェ ア 505 542 613 固定資産圧縮積立金 157 169 169

そ の 他 16 17 17 別 途 積 立 金 3,000 3,700 3,700

 投     資     等 ( 2,764 ) ( 2,760 ) ( 2,875 ) 中間(当期)未処分損益 67 △ 306 332

投 資 有 価 証 券 1,869 1,956 2,037 [中間(当期)純損失] [ △ 339 ] [ △ 711 ] [ △  72 ]

そ の 他 974 882 842 ( 5 ) ( 13 ) ( 18 )

貸 倒 引 当 金 △  79 △  79 △   3

( △   0 ) ( △   0 ) ( △   0 )

資  本  合  計 ( 22,968 ) ( 20,400 ) ( 21,045 )

資  産  合  計 48,688 45,424 47,513 負債資本合計 48,688 45,424 47,513
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科        目 科        目

資 本 金資 本 金資 本 金

資 本 金

新 株 式 払 込 金資 本 金資 本 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 金資 本 金

資 本 金

新 株 式 払 込 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1.   資産の評価基準及び評価方法

(1) 有  価  証  券  

  ① 満期保有目的の債券……………………………償却原価法(定額法)

  ② 子会社株式及び関連会社株式 ………移動平均法による原価法

  ③ その他有価証券

    時価のあるもの ………………………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は､全部資本直入法により処理し､売却原

価は､移動平均法により算定)

    時価のないもの……移動平均法による原価法

(2) た な 卸 資 産  ………………………………移動平均法による原価法

2.   固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ……………定額法

(2) 無形固定資産 ……………定額法｡なお､自社利用のｿﾌﾄｳｪｱについては､社内利用可能期間の5年間で均等償却を行なって

おります。

(3) 長期前払費用 ……………均等償却

3.   引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金は、従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額の内、当中間期負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき､当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお､会計基準変更時差異(1,260百万円)

については５年による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法により翌期から処理することとしております。

(4) 役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき中間期末現在の基準額を計上して

おります。

4.   リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につい

  ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

5.   ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引等については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ取引等      ヘッジ対象……借入金利

(3) ヘッジ方針

デリバティブ業務に関する取引管理規定に基づき、借入金の支払金利に係る金利変動リスクをヘッジしております。

6.   消費税等（消費税及び地方消費税）については税抜方式を採用しており､仮払と仮受を相殺して流動負債のその他に含めて

  表示しております。
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注  記  事  項
 （中間貸借対照表関係） 当中間期 前期 前年中間期

1. 有形固定資産の 減価償却累計額    34,949百万円   34,419百万円   33,628百万円

2. 保証債務        19百万円       19百万円       23百万円

3. 担保に供している資産、有形固定資産   11,654百万円   12,135百万円   12,262百万円

4. 期末日満期手形の処理

  前事業年度末日及び前中間会計期間末日は､金融機関の休日でありますが、満期日に決済がおこなわれたものとして

処理しております。

当中間期 前期 前年中間期
        百万円        百万円          百万円

                受取手形        －       93        46

                支払手形        －      658       450

                設備関係支払手形       －       29        58

5. 新株式払込金は､平成14年9月30日を払込期日として､新株式20,000,000株(1株の発行価額145円70銭)の払込によるもの

 であります。なお､平成14年10月1日付で1,457百万円を資本金及び資本準備金にそれぞれ繰入れております。

 （中間損益計算書関係）
                減価償却実施額 当中間期 前期 前年中間期

有形固定資産       780百万円    1,568百万円      774百万円

無形固定資産       106百万円      230百万円      114百万円



リ － ス 取 引 
（単位  百万円）

当  中  間  会  計  期  間 前  事  業  年  度 前  中  間  会  計  期  間

リース物件の所有権が借主に移転すると リース物件の所有権が借主に移転すると リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ 認められるもの以外のファイナンス・リ 認められるもの以外のファイナンス・リ
－ス取引 －ス取引 －ス取引
 ① リース物件の取得価額相当額、減価  ① リース物件の取得価額相当額、減価  ① リース物件の取得価額相当額、減価
    償却累計額相当額及び中間期末残高     償却累計額相当額及び期末残高相当     償却累計額相当額及び中間期末残高
    相当額     額     相当額

車 両工具､器具 車 両工具､器具 車 両工具､器具
運 搬 具及び備品 合 計 運 搬 具及び備品 合 計 運 搬 具及び備品 合 計

取得価額 取得価額 取得価額
相 当 額 19 194 213 相 当 額 19 218 237 相 当 額 23 292 315

減価償却 減価償却 減価償却
累 計 額 累 計 額 累 計 額
相 当 額 12 141 153 相 当 額 10 155 165 相 当 額 12 206 218

中間期末
残 高 期末残高

中間期末
残 高

相 当 額 6 52 59 相 当 額 8 62 71 相 当 額 10 86 97

(注) 取得価額相当額は、未経過リース (注) 取得価額相当額は、未経過リース (注) 取得価額相当額は、未経過リース
     料中間期末残高が有形固定資産の      料期末残高が有形固定資産の期末      料中間期末残高が有形固定資産の
     中間期末残高等に占める割合が低      期末残高等に占める割合が低いた      中間期末残高等に占める割合が低
     いため、支払利子込み法により算      め、支払利子込み法により算定し      いため、支払利子込み法により算 
     定しております。      ております。      定しております。

 ②未経過リース料中間期末残高相当額  ②未経過リース料期末残高相当額  ②未経過リース料中間期末残高相当額

   １  年  以  内 29    １  年  以  内 42    １  年  以  内 48
   １    年    超 30    １    年    超 29    １    年    超 48
合    計 59 合    計 71 合    計 97

(注) 未経過リース料中間期末残高相当 (注) 未経過リース料期末残高相当額は､ (注) 未経過リース料中間期末残高相当
     額は、未経過リース料中間期末残      未経過リース料期末残高が有形固      額は、未経過リース料中間期末残
     高が有形固定資産の中間期末残高      定資産の期末残高等に占める割合      高が有形固定資産の中間期末残高
     等に占める割合が低いため、支払      が低いため、支払利子込み法によ      等に占める割合が低いため、支払
     利子込み法により算定しておりま      り算定しております。      利子込み法により算定しておりま
     す。      す。

 ③支払リース料及び減価償却費相当額  ③支払リース料及び減価償却費相当額  ③支払リース料及び減価償却費相当額
     支払リース料       23      支払リース料       55      支払リース料       30
     減価償却費相当額   23      減価償却費相当額   55      減価償却費相当額   30

 ④減価償却費相当額の算定方法  ④減価償却費相当額の算定方法  ④減価償却費相当額の算定方法
    リース期間を耐用年数とし、残存価          同        左          同        左
    額を零とする定額法によっておりま
    す。

有  価  証  券 

当  中  間  会  計  期  間  末 前  事  業  年  度  末 前  中  間  会  計  期  間  末

  子会社株式及び関連会社株式で時価の             同        左              同        左
 あるものは､ありません。
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